
令和８年２月 27日
平素より大変お世話になっております。衆議院議員の村井英樹です。事業者の皆様向けの

新たな対策が措置されましたので、お知らせ致します。是非ご活用下さい。

１１．．【【事事業業者者向向けけ設設備備導導入入応応援援補補助助金金】】（（ささいいたたまま市市））PP４４～～５５ 
～～費費用用のの 22//33・・上上限限 11000000万万円円補補助助、、前前回回実実施施時時はは応応募募多多数で早期に〆切～～ 

製造現場での自動化設備や、サービス業でのセルフオーダーシステムなど、省人化・省
力化・業務効率化を実現する設備導入を補助。市内に事業所を有する中小企業等（個人事
業主を含む）が対象。申請受付は、3/13（金）～3/31（火）まで。（※ 申込が予算に達し
次第、募集締切となります）

２．【デジタル化・AI導入補助金】（経産省）P６ ～～小小規規模模事事業業者者はは最最大大 44//55補補助助～～
  「勤怠管理ツール」や「会計・受発注・決済ツール」、「セキュリティソフト」など、ビジ

ネスにおけるソフトウェアの導入を支援。また、インボイス対応のため「会計・受発注・
決済ツール」とともに PC やタブレット、レジ・券売機等のハードウェアを導入する場合、
ハードも補助対象となります。申請受付開始は、3/30（月）からを予定しております。

３．【中小企業省力化投資補助金（カタログ型）】（経産省）P７
～～前前回回よよりり対対象象商商品品がが充充実実。。簡簡易易なな申申請請手手続続ききでですす。。是是非非ごご確確認認下下ささいい！！～～ 

自動清掃ロボット、自動配膳ロボット、自動券売機、スチームコンベクションオーブン、
測量機、無人搬送車など、カタログに掲載された業界ごとの汎用製品の導入を 1/2 補助し
ます。カタログは補助金HP（https://shoryokuka.smrj.go.jp/product_catalog/）から確認い
ただけます。掲載製品は前回案内時から多数追加されていますので、是非ご確認ください。
補助上限額は、従業員数ごとに異なり、賃上げを行った場合、上乗せとなります。
申請は随時受け付けております。
・従業員数 5名以下 200万円（300万円）
・従業員数 6～20名 500万円（750万円）
・従業員数 21名以上 1,000万円（1,500万円）

４．【中小企業省力化投資補助金（一般型）】（経産省）P８
～～ 現現場場にに即即ししたたオオーーダダーーメメイイドド型型のの設設備備導導入入でで、、人人手手不不足足解解消消をを目目指指すす取取組組をを支支援援 ～～ 

  工程の効率化を目指すため、現場の事情に応じて構築した設備・システムを導入する
際、1/2～2/3 を補助します（従業員の数に応じて上限 750 万円～1 億円）。
例えば、製造業の現場で、最新の AI 技術とカメラを組み合わせた自動検査装置を導入す

る際や、通販事業の現場で、倉庫管理・自動梱包システムをオーダーメイドで開発する際
などにご利用いただけます。現在受付中で、次回公募も追って実施予定となっています。

数で早期に〆切
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令和８年２月 27日 
５．【ものづくり補助金】（経産省）P９ 

～～  新新ししいい製製品品・・ササーービビスス開開発発をを行行いい、、付付加加価価値値をを生生みみ出出すす取取組組をを支支援援  ～～  
  革新的な新製品・新サービスの開発により高付加価値化を目指すため、新たな設備・シ 
ステムを導入する際 1/2～2/3 を補助（従業員数に応じて上限 750 万円～2500 万円）。 
申請は、4/3（金）～5/8（金） で受付予定となっています。 

 
６．【賃上げ等のための補助金】(厚生労働省)P10  ~~多多くくのの事事業業者者ににごご活活用用頂頂いいてていいまますす~~ 
・ 事業場内最低賃金を引き上げ、生産性向上のための設備投資等を行った中小企業に、そ
の費用の一部を助成。助成額は賃金の引上げ額と、対象人数によって上昇します。令和8
年度の申請期間は 9/1から。【業務改善助成金】 
・ パートタイム労働者など非正規雇用労働者の賃金引き上げや正社員化を支援します。中
小企業も大企業も利用可能です。申請期限は随時受け付けています。 
【キャリアアップ助成金 】 

・ 雇用管理改善につながる制度（賃金規定、諸手当、人事評価、職場活性化、健康づくり
等）の導入や、雇用環境の整備（従業員の作業負担を軽減する機器等の導入）により、
離職率低下を実現した事業主に要した費用の一部を助成。【人材確保等支援助成金】 

 
７．【新事業進出補助金】（経産省）P11  ～～新新規規事事業業へへのの挑挑戦戦をを支支援援～～ 

  食品卸売事業者が料理店に取り組んだり、農業者が新しい加工食品を開発して販売する
など、既存事業と異なる事業に挑戦し、新市場・高付加価値事業への進出を目指す中小事
業者の設備投資を支援。補助率は 1/2で、従業員の数に応じて、最大 9000万円まで補助。
申請は 2/17（火）～3/26（木）まで。 

 
８．【省エネ補助金】（経産省）P12 ～～エエネネルルギギーー効効率率のの高高いい設設備備へへのの更更新新をを補補助助～～ 
 空調、冷凍冷蔵設備、ボイラー、その他生産設備など、高い基準を満たした設備に更新
する際、1/3を補助（最大１億円）。１次公募の申請は３月下旬から開始予定。 
 
９．【中小企業成長加速化補助金／中堅等大規模成長投資補助金】（経産省）P13 

～～大大規規模模なな投投資資をを行行うう際際のの補補助助金金～～  
 （中小企業成長加速化補助金）：売上高 100億円超を目指して大胆な投資を進めようとする

中小企業を支援（補助率 1/2、最大 5億円）。申請は 2/24（火）から 3/26（木）15時
まで。 

 （中堅等大規模成長投資補助金）：常時使用する従業員が 2000 人以下の会社等を対象に、
大規模投資を支援（補助率 1/3、最大 50 億円）。申請は 2/27（金）～3/27（金）まで。 
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令和８年２月 27日 
10．【小規模事業者持続化補助金（通常枠／創業型）】（経産省）P14 

～～小小規規模模事事業業者者にによよるる販販路路開開拓拓をを支支援援～～ 
  小規模事業者の方が、新たな販路を開拓するため、新商品を開発したり、サービスを PR 
するためのリーフレットを作成したりする経費等を補助（補助率 2/3、上限最大 250 万円）。 
創業後 1年以内の事業者は「創業型」の枠で申請可能。 
申請期間はいずれの枠も、3/6（金）～4/30（木）。 

  
11．【Go-Tech事業】（経産省）P15 

～～中中小小企企業業がが研研究究機機関関等等とと連連携携ししてて行行うう研研究究開開発発をを支支援援～～  
中小企業が、大学・公設試験研究機関等と連携して行う、事業化を見据えた研究開発・
試作品開発等を行う場合、最大 3年間支援。補助率は中小企業等については 2/3、大学・
公設試等については定額。補助額は最大 3 億円（3 年度合計）。 
令和 8年度公募の申請期間は 2/16（月）～4/17（金）。 

 
12．【M＆A支援税制】（経産省）P16 ～～MM＆＆AAにに要要ししたた費費用用のの損損金金算算入入～～ 

  中小企業・中堅企業によるM＆Aを支援するため、準備金制度を拡充。従来制度では、
中小企業がM＆Aを行う際、そのために要した費用の 70%を、その年の損金に算入でき、
5年間の据え置き期間の後、その額の 1/5ずつ 5年間にわたり益金に参入するという仕組
みでした（中堅企業は対象外）。これを拡充し、1回目のM&Aから 5年以内に 2回目のM
＆Aを実施する場合は、要した額の 90％を損金算入でき、10年間の据置とし、さらに、3
回目以降のM&Aを実施する場合は 100%を損金算入できる仕組みとしました。中堅企業
は 1回目のM&Aは対象になりませんが、2回目以降のM&Aは対象となります。 

 
 
何かございましたらお気軽に村井英樹事務所にご連絡下さい。迅速に対応させて頂きます。 
浦和区の方   （担当：相馬  090-1218-3091、尾﨑  080-5378-9403） 
緑区の方    （担当：石井  080-5505-1911）  
見沼区の方   （担当：舟本  080-6888-2962） 
その他の地域の方（担当：二宮 090-8313-0955） 
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